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市有地（野洲駅北口近く）が競

争入札されず、「随意契約」。しか

も周辺地価の約半値（？）で売り

払われました。本来、市財産の処

分は競争入札で行われるべきで

す。「なぜ、随意契約なのか。な

ぜ、周辺地価より安いのか」な

ど、市は納得できる真相と経過を

明らかにすべきです。 

問
題
の
市
有
地
は
、
北
野
（
野
洲
駅
近

く
）
に
所
在
す
る
２
０
４
㎡
の
土
地
で
す
。

本
来
、
市
有
地
の
処
分
は
競
争
入
札
で
行

わ
れ
る
べ
き
で
す
が
、
市
は
昨
年
１０
月
に

「
随
意
契
約
」
で
売
払
い
し
ま
し
た
。 

売
払
い
価
格
は
、
２
３
６
７
万
円
で
、

㎡
単
価
は
１１
万
６
０
０
０
円
で
す
。
こ
の

価
格
は
周
辺
地
価
の
約
半
値
（
？
）
と
言

わ
れ
て
い
ま
す
。 

こ
の
問
題
は
市
議
会
で
も
議
論
さ
れ
て

き
ま
し
た
が
、
①
な
ぜ
、
新
市
長
に
代
わ

る
直
前
の
昨
年
１０
月
１７
日
の
売
払
い
で

あ
っ
た
の
か
、
②
本
来
、
競
争
入
札
で
あ

る
べ
き
も
の
が
、
な
ぜ
随
意
契
約
と
な
っ

た
の
か
、
③
な
ぜ
、
周
辺
地
価
の
半
値
（
？
）

の
売
払
い
で
あ
る
の
か
、
な
ど
疑
問
が
出

て
い
ま
す
。 

 

市
の
説
明
で
は
、
①
売
払
い
時
期
＝
一

連
の
経
過
の
中
で
、
こ
の
時
期
（
昨
年
１０

月
）
に
な
っ
た
。
②
随
意
契
約
＝
「
特
別

の
縁
故
者
」
で
あ
り
、
地
方
自
治
法
施
行

例
の
「
性
質
又
は
目
的
が
競
争
入
札
に
適

し
な
い
も
の
に
該
当
す
る
」
。
③
安
い
価
格

＝
「
不
動
産
鑑
定
価
格
を
参
考
に
設
定
し

て
お
り
適
正
」
と
説
明
し
て
い
ま
す
。 

 

し
か
し
、「
随
意
契
約
に
至
る
経
過
」「
売

払
い
価
格
」
な
ど
、
十
分
な
検
討
が
さ
れ

た
の
か
、
疑
問
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

市
長
自
身
も
、「
私
で
あ
っ
た
ら
、
こ
の

時
期
、
こ
の
方
法
で
は
や
ら
な
か
っ
た
」

と
答
弁
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
み
て
も
、

今
回
の
市
有
地
売
払
い
に
つ
い
て
、
問
題

が
あ
る
こ
と
を
証
明
し
て
い
ま
す
。
市
は

経
過
を
明
ら
か
に
し
、
市
民
の
疑
問
に
答

え
る
べ
き
で
す
。 

補助金助成企業に「雇用維持及び確保の緊急要請」 
 
 市の対策は、雇用及び中小企業の経済支援策か

らなります。その中で、市内企業２３社に総額１５億

円の「振興助成金」を補助していますが、これらの企

業に対して、「雇用の維持及び確保に関する緊急

要請」を市長名の文書で行うことになりました。 

 市内の村田製作所や日立ツールは年末来、多数

の派遣労働者の“雇い止め”を行っています。これら

の企業は野洲市から「雇用の創出」を目的に１億１０

００万円の補助金（予定分含む）を受けています。補

助金を受けながら“雇い止め”は企業としての社会

的責任が問われます。日本共産党市議団は去る１

月１４日、「これらの企業に対して市として雇用維持

の指導を行うよう」にと市長に申し入れていました。 
 
 経済支援対策では、これまで野洲市が県下で唯

一実施していた、「中小企業者向け融資に対する利

子補給」に対して、「利子補給枠の拡大」を実施する

方向となりました。 

 市民の暮らしと雇用、営業を守る施策推進へ、一

層の行政努力が求められています。 

 深刻な景気悪化で野洲市は１月２８日、「市内企業への雇用維持の要請」や中

小企業者支援などの実施を明らかにしました。早期の実施が求められています。 

売払い土地 


